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１．はじめに 

 近年、小学校、中学校の教育課程の連続性や連携を意

図する小中一貫教育に取り組む自治体が増えている。施

設面においても改築に際して、小学校校舎と中学校校舎

を一体的に整備（施設一体型校舎）した実現例も増え、

紹介する文献も見られるようになった。例えば、「小中一

貫教育の特色を活かした学校づくり」1)では、26市区町村

へのアンケート結果、12施設の運営・計画概要、ならび

に 10施設の分析による計画プロセス、空間構成の傾向、

利用状況についての考察が示されている。現時点で最も

まとまった資料と思われる。 

建築計画における研究報告としては、筆者が知る範囲

では、小中一貫校を直接的主題とした研究では、金子ら

による学習生活活動に着目した考察 2)、筆者による品川学

園における計画提案の報告3)に限られる。 

 本稿および次稿では、小中一貫校の施設整備の参考資

料の一つとして、品川区で進められている小中一貫校 6

校の施設整備の展開について、教育委員会担当者注 1)への

ヒアリングをもとに筆者が理解した内容を紹介する注2)。 

品川区は教育改革の方法の一つとして小中一貫教育に

取り組み、施設一体型校舎を 2006年からこれまでに 5校

整備し、6校目が 2011年度に着工予定である。施設設置

者が認識してきた整備課題や取り組んできた試みの変遷

を知ることは、計画・設計方法を検討する上で参考にな

るとが少なくないと考えられる。なお、筆者は、5校目と

なる品川学園の設計を担当している。 

 本稿は、３章で構成されている。１章では、本稿の目

的を述べ、２章では、品川区の小中一貫校の特徴につい

て、導入に至る経緯も含め述べる。３章では、品川区の

小中一貫校の特徴と整備までの経緯、および 6校に共通

する当初のからの計画条件について述べる。 

 

２．品川区の小中一貫校の特徴 

2.1品川区の小中一貫教育の概要 

 品川区の小中一貫教育については、一貫教育導入に至

る背景、目的からカリキュラムに至まで「品川区小中一

貫教育要領」4)に詳しく述べられている。カリキュラムの

構成は、１～４学年、５～７学年、８～９学年のまとま

りで編成する「4･3･2システム」とし、４学年までを学級

担任制、５学年以降を教科担任制としている。また、施

設も一体的に整備するとしている。なお、全ての学校を

小中一貫校とする計画ではない。区内の 6校区に 1校ず

つ整備する方針で開始している。また、同校区内には単

独校もある。選択できることが行政サービスの責任と考

えているとのことである。 

2.2導入の経緯 

 2000年から教育改革の動きと、老朽化対策から始まっ

た施設改築の動きが併行し進んでいた。この 2つの動き

がやがて連携し、小中一貫校に対応可能な敷地確保が実

現したことから、整備が具体化し、その後の展開へ繋が

っていった。ヒアリングで示された経緯について、運営

面と施設面に分けて述べる。 

(1)教育改革における動き 

・2000年から教育改革の検討がはじまり、成果は品川区

教育改革「プラン２１」5)にまとめられている。ここで、

小中連携についても検討されている。 

・併行して検討が進んでいた「校舎改築計画指針」6)にお

いて小中一貫校施設についても示されたが、この時点

で具体的計画があったわけではなかった。 
・小中一貫校施設の検討委員会が設置され、施設の検討

が始まった。ただし、報告書等は確認できていない。 
・運営面では、小中一貫教育のカリキュラムの検討に着

手したが、検討の過程で、小中一貫教育は施設として

の小中一貫校に限るものではないのではないというこ

とになり、単独校も対象とする「小中一貫教育要領」

の作成に至った。 
・改築を予定していた第二日野小学校の隣地が買収可能

となり、校地として10,000㎡確保注2)できたことから、

最初の小中一貫校が具体化した（現日野学園）。 
・小中一貫校整備は一連の改築計画の一つであり、単独

校の改築整備も併行して進めている。小中一貫校 6校

を整備する期間に単独校8校を整備している。 
(2)施設改築における動き 

・老朽化対策から区内校舎の改築の検討が始まる。 
・耐震改修が急務の課題となる。 
・Is値 0.6で他区に先駆けて全校の耐震改修を終了する。 
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・その後、文部科学省がIs値0.7としたため、23区内で

最も改修が遅れているとの指摘を受けることとなる。 

・汚名返上に向けた改築検討が始まり、近接校の統合、

改築の一つとして小中一貫校整備の検討も具体化する。 

・併行して進んでいた教育改革（プラン２１）とも連携

し、小中一貫校は各校区に1校整備することになる。 
・改築は、単独校も併行して進めている。区民が一貫校、

単独校を選べることが行政サービスとして大事である。 
 
３．施設整備の展開 

3.1整備開始時の計画検討と条件 

設計プロポーザル時に「学校改築計画指針」を示した

他は、設計者の提案を期待することとなったが、次に述

べる計画条件を実現可能な提案を採用し、基本設計、実

施設計、監理の過程で教育委員会の担当間で議論を重ね

ながら具体化していった。 
・「4･3･2システム」でのまとまり、独立性と交流性を共

に備えた校舎としたい。 
・今後、起こり得る様々な学習形態（例えば、オープン

形式、教科教室型）に対応できるようオープンスペー

スも含めフレキシブルな校舎としたい。なお、品川区

でオープン形式を最初に採用したのは、一連の改築で

最初となる台場小学校である。 
・オープンスペースの利用としては、グループ学習、教

師コーナー、ホームベース、展示などを想定した。結

果的には学年集会にも対応可能なスペースとなった。 
・職員室は、小学校、中学校で一つとする。 
・校長も一人にする。 
・休み時間も児童・生徒に目が届くよういに学年教師コ

ーナーを設ける。 
・特別教室準備室は廊下から中が見える計画とする。 
・全児童・生徒が集まれる規模の体育館を設ける。 
3.2施設整備展開の概要 

品川区澤井係長は既存施設を改修利用した 1校を除き、

大きく3つの段階を経た展開となったとしている。 

(1)第１段階  
導入期と言える時期である。設計プロポーザル時に

「学校改築計画指針」を示した他は、設計者の提案を期

待した。幅の広い中廊下式オープンスペースのある構成

となった。日野学園(2006年竣工)、伊藤学園(2007年竣
工)の 2校である。日野学園で採用された低学年の昇降口

を教室毎に設ける提案は、その後の校舎にも継続採用さ

れている。 
(2)既存利用 

 既存隣接 2校の一体化改修による整備であり、他の 5

校の展開とは異なる位置づけとなる。八潮学園(2008年竣

工)の1校である。  

(3)第２段階  

実践期と言える時期である。学年毎に特徴ある教室づ

くりと連携するオープンスペースづくりが意図された。

片廊下式オープンスペースといえる空間構成である。荏

原平塚学園(2010年竣工)、品川学園(2011年竣工)の 2校

である。荏原平塚学園で採用された低学年教室を広くす

る提案は、その後の品川学園にも採用されている。 
(4)第３段階 

 展開期とえる時期である。小中一貫校としての空間構

成の考え方は第 2段階を引き継いでいるが、将来の地域

施設化を踏まえて複合された用途の関係からの展開が見

られる。豊葉の森学園（2013年竣工予定）の1校。 
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注 

注 1)品川区教育委員会学務課長兼小中一貫校担当課長和

氣正典氏、同教育委員会庶務課校舎改築調整担当係

長澤井俊二氏である。両名とも、1校目の日野学園

から 6校目の豊葉の森学園の施設計画を担当されて

いる。ヒアリングは、個別に依頼し、異なる日に、

同じ内容の質問により実施している。両者の説明に

担当の違いによると思われる視点や表現に差異は見

られたが、内容について食い違いは見られなかった。 

注 2)本稿は、2011年 3月 7日に開催された日本建築学会

教育施設小委員会公開研究会での発表原稿をもとに

加筆修正して作成したものである。 
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